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Ⅲ　医薬品等の安全対策

 １　薬事情報の収集・提供

　　医薬品等の安全性・有効性を確保し、医薬品等による県民の健康被害を防止するため、各種情報

を収集するとともに、県民及び医療機関に対し必要な情報を提供している。

県消費生活課

医薬品医療機器総合機構

県 民 薬剤師 医師・歯科医師

情報提供

県薬剤師会
薬事情報センター

県 健 康 医 療 局
生活衛生部薬務課

家庭用品類等

情報提供

「薬の相談」薬物情報電話
サービス

情報提供
各種ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ

緊急情報通知 情報提供

県衛生研究所

化学製品等

毒性試験データ

協力（情報提供）

・厚生労働省医薬品・医療機器等安全性情報（毎月）
・厚生労働省緊急安全性情報（随時）

医薬品製造販売業者

病 院

診 療 所

薬 局

副作用報告

副作用報告

情報提供

副作用報告

厚生労働省緊急安全性情報（随時）

「薬事情報」

企業（団体）

厚生労働省
医薬局

※新型コロナウイルス
感染症の影響により
R2.4から休止中
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 (1)　薬物情報電話サービス

  ア　問い合わせ状況

２年度 元年度 30年度 29年度

29(85.3%) 799(88.6%) 1,130(91.1%) 950(88.0%)

26(76.5%) 775(85.9%) 1,107(89.2%) 923(85.5%)

3(8.8%) 24( 2.7%) 23( 1.9%) 27( 2.5%)

3(8.8%) 54(6.0%) 72(5.8%) 85(7.9%)

3(8.8%) 50(5.5%) 68(5.5%) 80(7.4%)

0(0.0%) 4( 0.4%) 4( 0.3%) 5( 0.5%)

0(0.0%) 1( 0.1%) 6( 0.5%) 6( 0.6%)

2(5.9%) 48( 5.3%) 33( 2.7%) 38( 3.5%)

34(100%) 902(100%) 1,241(100%) 1,079(100%)

  イ　問い合わせ件数の推移

年度 ２年度 元年度 30年度 29年度 28年度 27年度 26年度 25年度

件数 34 902 1,241 1,079 1,022 797 834 807

　医薬品の副作用や化学製品等の安全性に関する情報を提供するため、昭和51年９月から電話サービ
スの窓口を設け、薬剤師が県民からの問い合わせに応じている。なお新型コロナウイルスまん延防止
を図る業務体制のため、令和２年４月16日より本電話サービスを休止し、令和４年度についても引き
続き休止した。

そ　　 　　　　の　　　 　　　他

合　　　　　　　　　　　　　　　計

医 療 用 医 薬 品

一 般 用 医 薬 品

医 薬 品 等

内　　　　容

 提供する情報の種類   ・医薬品の効能効果、使用上の注意などに関する情報　

                      ・急性薬物中毒に関する情報

医 薬 品 の 効 能 ・ 副 作 用 に 関 す る こ と

誤 飲 ・ 誤 食 の 処 置 に 関 す る こ と

化 学 製 品 の 安 全 性 に 関 す る こ と

内　　　　　　訳

内　　　　　　訳
家 庭 用 品 類
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(2)　薬事情報センター事業の助成

ア　薬事情報センターの概要

　・事業主体　　公益社団法人神奈川県薬剤師会

　・開設時期　　昭和46年４月　［県補助開始　昭和53年４月］・職員数　２名

イ　情報提供件数

年　　　度

　　　　　　　　利用者
　　　　　　　　　区分
質問・項目

薬剤師会
会　　　員

医師会 ・ 歯
科医師会員

その他 計

医 薬 品 一 般 8 0 20 28

　　メーカー名、成分、
　　薬効、薬理作用 (0.9%) (0.0%) (41.7%) (2.9%)

779 1 2 782

(83.7%) (50.0%) (4.2%) (79.7%)

0 0 5 5

(0.0%) (0.0%) (10.4%) (0.5%)

1 0 0 1

(0.1%) (0.0%) (0.0%) (0.1%)

143 1 21 165

(15.4%) (50.0%) (43.8%) (16.8%)

合 計 931 2 48 981

県 補 助 金

２　薬事知識の普及啓発

項目　　　　　　年度 ４年度 ３年度 ２年度 元年度 30年度

開 催 回 数 64回 51回 55回 51回 49回

開 催 延 日 数 261日間 161日間 155日間 52日間 50日間

総 入 場 者 数 186,407人 8,942人 2,022人 25,225人 21,043人

令和４年度の薬事知識の普及啓発活動は、新型コロナウイルス感染症の影響により実施方法を工夫
し、パネルなどの掲示期間を長期間にして県民に知識の普及を図った。

2,394千円

※その他：文献・新聞、ドーピング、薬事関係法規等

　「薬と健康の週間」（毎年10月17日～23日）に県内各地で開催される健康まつりなどの中で、パネル

展示・薬の相談等を行った。

　県薬剤師会薬事情報センターが実施する薬剤師、医師、歯科医師を対象とした各種医薬品情報等
の提供事業に対する助成を行い、その情報機能の強化充実を図っている。

４年度

保険・薬価・再評価

　副作用・相互作用
　・毒性・催奇形性

誤 飲 ・ 誤 用
・ リ ス ク

そ の 他 ※
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３　医薬品適正使用の推進

回数 受講者数

令和２年度 １回 12名

令和元年度 30回 909名

平成30年度 30回 837名

平成29年度 17回 485名

４　医薬品副作用被害救済制度及び生物由来製品感染等被害救済制度

５　後発医薬品使用促進協議会の開催

４年度 ３年度 ２年度

全国 83.2% 82.0% 81.4％

神奈川県 81.6% 80.2% 79.6％

６　漢方理解促進に関する取組み

　新型コロナウイルス感染症の拡大による影響で、実施を見送った。

後発医薬品普及状況

　医薬品の効果や副作用などの薬に関する基礎知識についての出前講座を実施するこ
とで、薬の正しい知識習得を図り、医薬品適正使用を推進している。令和３、４年度
は、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響で講座の開催は見送った。

　昭和30年代から40年代にかけて発生したサリドマイド事件やスモン事件などを受け

て、医薬品による健康被害の迅速な救済を図ることを目的として、昭和54年10月に公

布施行された医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構法により、医薬品副作用被害

救済制度が創設され実施されてきたが、平成16年４月に新たに独立行政法人医薬品医

療機器総合機構法が施行されたことに伴い、従来の医薬品副作用被害救済制度が引続

き実施されることに加え、生物由来製品により発生した感染等による健康被害者に対

する救済を図ることを目的として、生物由来製品感染等被害救済制度が創設された。

　本県では、ホームページにおいて同制度の内容を掲載して県民に周知し、医薬品の

副作用等による健康被害の迅速な救済に努めている。

　患者及び医療関係者が安心して後発医薬品（ジェネリック医薬品）を使用すること
ができるように、平成19年10月15日に国が策定したアクションプログラムの使用促進
に係る環境整備において、都道府県レベルで協議会を発足し使用促進策の策定及び推
進事業の実施が位置づけられたことから、平成20年11月27日に協議会を設置した。現
在、学識経験者７名、薬事等関係者３名、県民３名を委員に選任し、後発医薬品の使
用促進の取組みを進めている。

開催日

令和５年２月３日

協議内容

・後発医薬品使用促進に係る関係団体の取組等について
・後発医薬品使用促進に係る神奈川県の取組等について
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